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Ａ．研究目的 
日本の雇用労働者の 7 割を占める中小企業

において、労働者が健康に働けるよう職場環境

の整備を実施することは労働安全衛生上、重要

な課題の１つである。本稿では、ある中小企業

で実施された職場環境改善に関して、1 年間の

縦断調査を行い、その効果を検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 調査対象者と調査時期 
広告製版や販促ツールのデザイン及び印刷

などを行う東京都内にある製造業の某事業場

（職場環境改善前調査時の労働者数は 48 人）

において 2016 年 9 月に職場環境改善が実施さ

れた。職場環境改善の約 1 か月前、約 3 か月

後、約 6 か月後、約 12 か月後の計 4 回調査を

実施した。分析対象者は調査の同意が得られた

36 人（男性 21 人、女性 15 人）であった。 

 
2. 職場環境改善の内容 
まず、全社員面談が行われ、各社員の労働に

対する考えや能力を把握した後、以下 4 つの取

組みが実施された。 
(1) 組織体制の変更：管理専門職と技術専門職

を作り、全社員面談の結果等から配置換えを実

施した。 
(2) 勤務開始時刻の多様化：7:00、8:00、9:00、
10:00、11:00、12:00、14:00 の 7 種の勤務開始

時刻を採用した。なお、勤務時間はすべて 8 時

間で、勤務開始が早いほど、勤務終了時刻も早

かった。 
(3) 勤務体制の多様化：時間固定制、1 週間交

代制、2 週間交代制の 3 種を採用した。 
(4) 作業環境の変更：4 階建ての事業場のバラ

バラだった部署を、関連性の高い職種ごとにフ

ロアやデスクを集約し、オフィスの配置換えを

行うことで無駄な動線を排除した。 
 
3. 調査項目 
自記式質問紙により、基本属性（性別、年齢、

勤続年数等）、勤務時間外のメールのやり取り

の頻度、勤務時間外に自宅で仕事を行った日の

頻度（1： 全くなかった、2：週当たり 1～3 日

程度、3：週当たり 4～6 日程度、4：毎日）、疲

労回復状況（1：一晩睡眠を取ればだいたい疲

労は回復する、2：翌朝に前日の疲労を持ちこ

【研究要旨】  

本研究では、製造業の某中小企業（2016年 8月調査時の従業員数 48人）において実施

された職場環境改善の効果の検討を行った。全社員面談後、職場環境改善として、（1）組

織体制の変更、（2）勤務開始時刻の多様化、（3）勤務体制の多様化、（4）作業環境の変更

が行われた。職場環境改善の約 1 か月前、約 3 か月後、約 6 か月後、約 12 か月後に睡眠

や疲労等に関する調査を実施し、同意が得られた 36 人の職場環境改善前後の比較を行っ

た。その結果、睡眠の質は、改善前と比べ、3、6、12 か月後で有意に向上していた。ま

た、勤務時間外における仕事からの心理的な拘束（心理的距離）が、改善前と比べ、3、
6 か月後で向上していた。さらに、疲労回復は、改善前と比べて、12 か月後で向上して

いた。職場環境改善は、職場の環境のみならず、勤務外における労働者の睡眠や疲労回復

といった生活の質の向上につながる可能性が示された。 
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すことが時々ある、3：翌朝に前日の疲労を持

ちこすことがよくある、4：翌朝に前日の疲労

をいつも持ちこしている）等を尋ねた。それと

共に以下の項目についても尋ねた。 
・睡眠の質（Pittsburgh sleep quality index (PSQI); 
Doi et al., 2000） 
・勤務時間外における仕事との心理的距離（リ

カバリー経験尺度；Shimazu et al., 2012） 
・精神健康（K6；Furukawa et al., 2008） 
・疲労回復欲求尺度（Need for recovery (NFR)；
van Veldhoven et al., 2003） 
・プレゼンティーズム（ Work functioning 
impairment scale (Wfun); Fujino et al., 2015）。 
なお、心理的距離とは次のような状態として

定義される(Sonnentag et al., 2010)。近年の情報

通信技術の発達により、勤務を終えて職場から

物理的に離れても、たとえば、スマートフォン

等で仕事に関連した電子メールを受信、送信し

たりすることは、仕事からの心理的な拘束を受

けていることになる。そこで、労働者の疲労回

復には、勤務外では仕事による心理的な拘束か

ら離れることが重要であることが指摘されて

いる（久保, 2017）。リカバリー経験尺度では、

その種の心理的距離の程度が測定できる。また、

プレゼンティーズムとは、労働者が健康上の問

題を抱えたままで就業している状態のことで

ある。WFun は、プレゼンティーズムによる労

働生産性への影響を調べる質問紙である。 
また、事業場のタイムカードによる勤務記録

から 4 回の調査の前 30 日間の実労働時間を算

出した。 
 
4. 分析 
繰り返しのある一元配置線形混合モデルに

より、職場環境改善効果を検討した。従属変数

は、睡眠の質（PSQI）、心理的距離、精神健康

（K6）、疲労回復欲求（NFR）、プレゼンティー

ズム（Wfun）、疲労回復とした。固定因子を調

査回数（改善前、3、6、12 か月後）とし、変量

因子を参加者とした。また、共変量として、性

別、年齢、実労働時間、勤続年数、勤務時間外

の仕事に関するメールのやり取り頻度、自宅で

の仕事の頻度を用いた。主効果が認められた場

合は、改善前と改善 3、6、12 か月後の比較を

行った。 
 
（倫理面での配慮） 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H2807）。 
 

Ｃ．研究結果 
表 1 は、4 回の調査時の参加者特性を示して

いる。分析対象者は、改善前の調査で 36人（33.8
±8.9歳）、3か月後調査で 35人（34.2±9.2歳）、

6 か月後調査時で 36 人（34.2±9.0 歳）、12 か

月後調査時で 33 人（35.2±9.1 歳）であった。 
図 1 は、PSQI 得点の変化を示している。PSQI

得点に調査時期の主効果が認められ（p=0.001）、
多重比較の結果、改善前と比べ、3、6、12 か月

後の PSQI 得点が有意に低下していた（all p 
<0.01）。つまり、職場環境改善により、睡眠の

質が改善したと考えられる。 
 

 
 

図 1．PSQI 得点の変化 
 
図 2 は、心理的距離得点の変化を示してい

る。心理的距離得点に調査時期の主効果が認め

られ（p=0.047）、多重比較の結果、改善前と比

べ、3 か月後（p<0.05）の心理的距離得点が高

く、6 か月後（p<0.10：90%水準）の心理的距

離得点が高い傾向にあった。つまり、職場環境

改善により、3、6 か月後時点で勤務時間外に心

理的に仕事と距離を取れる、また取れる傾向に

あるようになったことが考えられる。 
 
 

 
図 2. 心理的距離得点の変化 

 
図 3 は、疲労回復得点の変化を示している。

疲労回復得点に調査時期の主効果の傾向が認

められ（p=0.065：90%水準）、多重比較の結果、

改善前と比べ、12 か月後の疲労回復得点が有

意に向上していた（p<0.05）。つまり、職場環境
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改善により、1 年後の睡眠による疲労回復が向

上したことが考えられる。 
一方、精神健康（K6）、疲労回復欲求（NFR）、

プレゼンティーズム（Wfun）に有意な改善は認

められなかった（all p > 0.10）。 
 

 
図 3. 疲労回復得点の変化 

 
 
Ｄ．考察 
本調査における職場環境改善により、睡眠の

質と心理的距離の改善、疲労回復の改善傾向が

認められた。 
調査対象となった某中小企業において、職場

環境改善前に全社員面談を行った結果、労働者

（管理職）の持つ悩みとして、広告が好きで入

社したが、管理職になり、売り上げや部下の育

成を考えながら実務を行わなければならなく

なり、管理職は向いていないと感じるとの訴え

があった（新佐，2017）。このような社員の意

見をもとに、上述の取組み（1）において、組

織体制の変更を行った結果、「自分のやりたい

ことに専念できるようになり、慣れない仕事に

悩むことが少なくなった」という労働者からの

声が寄せられた。この取組みによって、仕事に

関する悩みが減り、職場内での悩みを勤務外に

持ち込まなくなったことが心理的距離の改善

に結びついた可能性が考えられる。 
先行研究において、勤務時間の裁量権（Work 

time control）の増加が睡眠や疲労の改善につな

がったことが報告されている（Kubo et al., 
2016）。本職場環境改善における勤務開始（終

了）時刻や勤務体制の多様化（取組み 2、3）は、

この勤務時間の裁量権の増加につながるもの

であり、自身のライフスタイルにあった労働・

私生活を送れるようになったことで、睡眠の質

や疲労回復の改善につながったことが考えら

れる。加えて、翌日の仕事への不安が高いほど、

徐波睡眠（深い睡眠）の量が減ることが報告さ

れており（Kecklund et al., 2004）、心理的距離が

取れるようになったことによって、睡眠の質が

改善し、さらにそれが、疲労回復の改善につな

がったことが考えられる。 
本職場環境改善では、4 つの取組みが実施さ

れたため、睡眠の質、心理的距離、疲労回復の

改善要因を特定することは難しいものの、上記

のような背景により、このような改善が生じた

ことが考えられる。 
 
Ｅ．結論 
 中小企業で実施された職場環境改善の効果

を検討した。職場環境改善として、(1) 組織体

制の変更、(2) 勤務開始時刻の多様化、(3) 勤務

体制の多様化、(4) 作業環境の変更が行われ、

それにより、睡眠の質の改善、心理的距離の改

善、疲労回復の改善傾向が認められた。職場環

境改善は、職場内の環境改善だけではなく、職

場外における労働者の睡眠の質や疲労回復な

どの生活の質の向上にもつながることが示唆

された。 
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表 1．4 回の調査時の参加者特性 
 

  n (%) or 平均値 (標準偏差) 

 1 か月前 
（n = 36） 

3 か月後 
（n = 35） 

6 か月後 
（n = 36） 

12 か月後 
（n = 33） 

性別（男性） 21 (58%) 20 (57%) 21 (58%) 20 (61%) 
年齢（歳） 33.8 (8.9) 34.2 (9.2) 34.2 (9.0) 35.2 (9.1) 
勤続年数（年） 7.6 (6.8) 7.7 (6.7) 8.2 (6.6) 8.7 (6.7) 
調査前 30 日間の実労働時間（時間） 151.1 (22.2) 188.1 (21.8) 211.8 (25.8) 165.3 (20.2) 

 




